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第 5回 規制・制度改革に関する分科会
議事次第


1.開会


2.農林・地域活性化WG構成員の追加について


3.アジア経済戦略、金融等の分野について
(1)人材
(2)物流・運輸
(3)金融
(4)IT
(5)住宅・土地


4.各WGの 概況報告


5.分科会委員提案の取組状況について


6.既定事項のフォローアップについて


7.追加検討項 目について


8.今後のスケジュール


9.開会


<資料>
資料1   農林・地域活性化WG構成員
資料2   論点 (案 )、 検討項目一覧表 (案 )、


規制 。制度改革検討シート (案)(当面委員限り)、
個別検討会議事概要 (当面委員限り)、
規制評価シート (参考資料、当面委員限り)


2-1  人材
2-2  物流・運輸
2二 3  金融
2-4   1T
2-5  住宅・土地


資料3   各WGの検討項目
資料4   分科会委員提案の取組1犬況
資料5   既定事項のフォローアップについて
資料6   追加検討項目について
参考資料6-1 包括的経済連携に関する基本方針
参考資料6-2 日本国内投資促進プログラム
資料7   今後のスケジュールについて (案 )
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農林・地域活性化ＷＧ 構成員 


 


主 査  園  田  康  博 内閣府大臣政務官 


主  査    吉  田       誠    三菱商事株式会社生活産業グループ次世代事業開発 


ユニット農業・地域対応チームシニアアドバイザー 


青  山   浩  子    農業ジャーナリスト 


石  森   秀  三  北海道大学観光学高等研究センター長        


北海道大学大学院教授 


大  社      充  特定非営利活動法人グローバルキャンパス理事長 


小 松  正 之   政策研究大学院大学教授   


斉之平   伸  一  三州製菓株式会社代表取締役社長 


澤  浦   彰  治    株式会社野菜くらぶ代表取締役社長 


グリンリーフ株式会社代表取締役社長 


白  倉   政  司  山梨県北杜市長 


野  髙   貴  雄    茨城県稲敷郡河内町長 


茨城県町村会長 


いばらき農業改革支援会議委員 


株式会社ふるさとかわち代表取締役社長 


速  水      亨  速水林業代表 


星  野   佳  路    株式会社星野リゾート代表取締役社長 


穂  積   亮  次  愛知県新城市長 


本  間  正  義  東京大学大学院農学生命科学研究科教授 


渡  邊  佳  英    日本商工会議所特別顧問 


東京商工会議所副会頭 


大崎電気工業株式会社会長 


資料１ 








番
号


項目名 関係府省庁 ページ


① インターナショナル・スクールに関する制度の改善 文部科学省 1


② 年金脱退一時金制度の見直し 厚生労働省 6


③ 高度外国人材が両親を帯同させることができる制度の整備 法務省、厚生労働省 9


④ 在留関係や日常生活上の手続き窓口のワンストップ化 法務省 12


⑤ 海外大学新卒者への在留資格認定証明書交付手続の迅速化 法務省、厚生労働省 15


⑥ 日本の専門学校を卒業したが「専門士」の称号を得ていない留学生の就職支援
法務省、文部科学省、
厚生労働省


18


⑦ 「パッケージ型インフラの海外展開」に対応した、在留資格「研修」の見直し 法務省、厚生労働省 24


⑧ 我が国の介護福祉士の国家資格を取得した外国人が就労可能となる制度の整備 法務省、厚生労働省 28


⑨ 在留資格「投資・経営」の要件及び運用基準の緩和 法務省、厚生労働省 33


⑩ 査証の発給基準の明確化等 外務省 37


外国人技能実習制度の改正 法務省、厚生労働省 40


（
中
期
的
検
討
項
目


）


人材分野における検討項目一覧表（案） 資料２－１－２








 


 


人材分野における論点（案） 


 


（基本的認識） 
 


○ 景気の低迷や少子高齢化にともなって閉塞感すら漂っている現在の我が国


の社会・経済情勢においては、世界各国とのヒト・モノ・カネの流れを円滑


化しつつ、我が国企業・産業の競争力を強化することにより、社会・経済の


活性化とそれによる国民生活の向上を目指し、我が国の活力を取り戻してい


くべきである。 


 


○ その方策の一つとして、我が国の社会・経済の活性化への貢献が期待され


る外国人材を活用することが重要であり、このような外国人材の発想・能力・


経験を幅広く活用することにより、社会・経済・文化といった様々な分野に


おけるイノベーションの惹起が期待される。 


 


（改革の方向性） 


 


○ 就労環境等の整備 


 


我が国での滞在に適さない外国人の増加や、在留資格制度の悪用といった


弊害に配慮しつつも、真に我が国の社会・経済の活性化への貢献が期待され


る外国人材の活用に資するという観点から、他国に遅れることなく、在留資


格の整備を含めた外国人材が就労しやすい制度の整備を推進していくべき


である。 


 


(具体的項目例) 


№ 2   年金脱退一時金制度の見直し 


№ 5   海外大学新卒者への在留資格認定証明書交付手続の迅速化 


№10   在留資格「投資・経営」の要件及び運用基準の緩和 


 


○ 生活環境等の整備 


 


外国人材の活用という観点から、他国に遅れをとることのないよう、外


国人材の受入れの際の手続の簡素化、その家族も含めて外国人材が安全・


安心な生活を送れるような環境の整備を推進していくべきである。 


 


(具体的項目例) 


№1   インターナショナル・スクールに関する制度の改善 


№3   高度外国人材が両親を帯同させることができる制度の整備 


№4   在留関係や日常生活上の手続き窓口のワンストップ化 


資料２－１－１ 








番
号


項目名 関係府省庁 ページ


1 リターナブルパレット等の関税免除手続きの改善 財務省 1


2 AEO制度の改善 財務省 4


3 営業区域外における通関業務の取り扱いの緩和 財務省 9


4 経済連携協定に基づく特定原産地証明制度の利便性の向上 経済産業省 14


5 ４５フィートコンテナ運送にかかる環境整備 国土交通省 20


6 国際コンテナの国内利用の促進 国土交通省、財務省 23


7 水先制度の改革 国土交通省 28


8 安全保障貿易管理制度における該非判定の事前相談制度の利便性の向上 経済産業省 31


9 法令遵守優良企業による海外グループ会社に対する貨物の輸出等に係る許可の手続の簡素化 経済産業省 34


10 航空輸送事業における外資規制の撤廃・緩和とカボタージュ規制の見直し 国土交通省 36


11 航空協定の多国間化 国土交通省 39


12 空港・管制の独立採算化・民営化 国土交通省 41


13 空港使用料の自由化・市場化 国土交通省 46


14 空港発着枠の自由化・市場化 国土交通省 48


15 離島航空・離島航路に対する補助制度の改革 国土交通省 50


16 ビジネスジェットの利用促進に資する規制緩和 国土交通省 52


17 CIQの合理化
法務省、財務省、農林水産省、
厚生労働省


57


18 国際航空協定に関する独占禁止法適用除外制度の見直し 国土交通省 61


19 国内航空運賃設定における運用上の規制の廃止による自由化の徹底 国土交通省 65


20
米国、欧州等先進国との航空機材、乗員資格等に関する相互承認の推進およびそれに対応した整備基準の
緩和


国土交通省 67


21 海上輸送用シャーシに係る規制（車検制度、自賠責保険）の見直し 国土交通省 69


22 沿海航行区域の拡大 国土交通省 71


23 狭水道航路における制限速度、巨大船の該当要件（200ｍ超）の見直し 国土交通省 73


24 内航旅客船の船舶検査制度の見直し、簡素化 国土交通省 76


25 内航海運事業におけるカボタージュ規制の見直し 国土交通省 78


（中
期
的
検
討
項
目）


物流・運輸分野における検討項目一覧表（案） 資料２－２－２








 


 


物流・運輸分野における論点（案） 


 


（基本的認識） 
 


○  世界経済のグローバル化が進展し、ヒト、モノが国境を越えて大きく移動


する中、グローバル化を積極的に推進することで日本経済も成長を遂げてき


た。我が国が国際競争力強化を図り、世界、とりわけ成長センターであるア


ジアの中で重要な役割を担っていくためには、アジアを中心に世界とのヒ


ト・モノの流れの更なる拡大が不可欠であり、その流れの阻害要因となって


いる物流・運輸分野の規制を大胆に見直すことが必要である。 


 


（改革の方向性） 
 


○ 世界とのヒト・モノの流れの拡大に向けた環境整備 


外国人観光客やビジネスマン等のヒトの流れやモノの流れの拡大と共に、


それを支える運輸サービス事業者の国際競争力向上及び利用者利便の向上


に資するべく、航空分野等における交通インフラの運用体制の改革、社会変


革や技術革新に対応した規制の見直し等による事業活動の効率化・活性化を


目指した取組みが必要である。 


 


（具体的項目例） 


No.12 空港・管制の独立採算化・民営化 


No.17 CIQ の合理化 


No.20 米国、欧州等先進国との航空機材、乗員資格等に関する相互承認の推進およびそれに


対応した整備基準の緩和 


 


○ 貿易関連手続きにおける国際的な流れに対応した制度の確立 


 また、国際物流においては、ＩＴ化の進展により、先進諸国は「モノ」へ


の管理から「情報」による管理へとシフトするなど、リードタイム短縮及び


物流コスト削減への取組みが進展している。我が国も貿易関連手続きの意


義・効果を不断に検証し、国際的な流れに対応した制度を確立していくこと


が必要である。 


 


（具体的項目例） 


No.1 リターナブルパレット等の関税免除手続きの改善 


No.2 AEO 制度の改善 


No.3 営業区域外における通関業務の取り扱いの緩和 


資料２－２－１ 







 


 


 


○  なお、上記の取組みにあたっては、交通インフラ利用者等の安全・安心の


確保、国際的な平和及び安全の維持を目的とした合理的なセキュリティ基準


の確保に十分に配慮する必要がある。 


 








番
号


項目名 関係府省庁 ページ


①
社債市場の活性化及び国際化の推進
（社債以外の債務に付与されるコベナンツ情報の開示）


金融庁 1


②
社債市場の活性化及び国際化の推進
（社債管理者の設置）


法務省、金融庁 3


③
デリバティブ取引規制の見直し
（ＣＣＰと登録機関制度の見直し）


金融庁 5


④ 金融商品取引法に基づく単体財務諸表開示の簡素化 金融庁 7


⑤ 決算公告の免除（銀行法における義務付け規定の廃止） 金融庁 9


⑥ いわゆる「大会社」等への貸付に対する規制の見直し(貸金業法の見直し) 金融庁 11


⑦ 政策金融機関等の私的整理時における債権放棄の制度構築 経済産業省 13


⑧ 「協調リース」の「金融商品取引法の規制対象」からの除外 金融庁 16


⑨ 異種リスクの含まれないイスラム金融に該当する受与信取引等の銀行本体への解禁 金融庁 18


⑩ 銀行の子会社の業務範囲の拡大（リース子会社等の収入制限の緩和） 金融庁 22


⑪
企業グループの組織再編に資する規制の見直し
(1)保険契約の移転単位の見直し


金融庁 24


⑫
企業グループの組織再編に資する規制の見直し
(2)保険募集人等の委託の在り方の見直し


金融庁 26


⑬
企業グループの組織再編に資する規制の見直し
（３）グループ会社内での事業再編手続きの簡素化


金融庁 28


⑭
貿易保険の民間開放推進
（再保険の開放)


経済産業省 30


⑮ 川下持株会社が子会社とできる範囲の明確化 金融庁 33


⑯ 投資法人における「減資」制度の導入 金融庁 35


役員報酬決定過程・考え方の開示 金融庁 37


中小企業信用保険事業の在り方の見直し 経済産業省 39


貿易保険の民間開放推進
（短期の開放促進)


経済産業省 40


（
中
期
的
検
討
項
目


）


金融分野における検討項目一覧表（案） 資料２－３－２








 


 


 


金融分野における論点（案） 


 


 


（基本的認識） 


○ 日本の経済成長はバブル崩壊後、約 20 年にわたり極めて低い水準にとどま


り、現在も閉塞状況におかれている。日本経済が立ち直り、「強い経済」を


実現するために、金融分野に求められているのは、①実体経済、企業のバッ


クアップ役としてそのサポートを行うこと、②金融産業自身が成長産業とし


て経済をリードすることにより、｢グリーン･イノベーション｣、｢ライフ･イ


ノベーション｣、｢アジア経済｣、｢観光･地域｣といった成長分野を支える基盤


となることである。 


 


 


 


（改革の方向性） 


○ 我が国企業の成長、再生支援 


我が国企業、産業の成長ないし再生を促進すべく、多様かつ円滑な資金調達


を可能とするような制度の見直し等を行うべきである。 


   


 （具体的項目例） 


  №６   いわゆる「大会社」等への貸付に対する規制の見直し（貸金業法の見直し） 


  №７   政策金融機関等の私的整理時における債権放棄の制度構築 


  №８   「協調リース」の「金融商品取引法」の規制対象からの除外 


 


 


○ 市場や取引所の整備、活性化等 


金融産業自身も成長産業として発展できるよう、市場や取引所の整備並びに


活性化を行うとともに、各種開示手続等の整理、簡素化を行うべきである。 


 


 （具体的項目例） 


  №１、№２社債市場の活性化及び国際化の推進 


  №３   デリバティブ取引規制の見直し（CCP と取引機関制度の見直し） 


  №４   金融商品取引法に基づく単体財務諸表開示の簡素化 


   


資料２－３－１ 







 


 


 


 


 


 


○ 質の高いサービス提供のためのグループ経営円滑化 


金融機関のグループ化が進展する中、金融グループが自ら創意工夫を凝らし


ながら、グループ全体として顧客に対しより質の高いサービスを提供するこ


とができるよう、組織再編、業務範囲規制等についての金融法制の改革を進


め、ユーザーにとって信頼できる利便性の高い金融産業を構築することによ


り、金融市場と金融産業の国際競争力を高めていくべきである。 


 


（具体的項目例） 


№10   銀行の子会社の業務範囲の拡大（リース子会社等の収入制限の緩和） 


№11   企業グループの組織再編に資する規制の見直し（保険契約の移転単位の見


直し） 


№12   企業グループの組織再編に資する規制の見直し（保険募集人の委託の在り


方の見直し） 


   


 


 








番号 項目名 関係府省庁 ページ


1 道路占用手続きにおける引込み線の取り扱いの明確化 国土交通省 1


2 河川占用申請書・港湾占用申請書の申請様式の統一化、電子化 国土交通省 3


3 国立公園等における各種行為許可申請書の申請様式の統一化、電子化 環境省 7


4 河川占用標識板の掲示義務の一部緩和等 国土交通省 10


5 道路拡張工事等に伴うケーブル移設工事費用の負担軽減措置 国土交通省 12


6 共同溝利用時における本管区間以外の利用ルールの整備 国土交通省 14


7 公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの見直し（１）　～電柱強度の見直し～ 総務省 16


8
公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの見直し（２）　～共架申請ルールの統
一化・簡素化～


総務省 18


9 公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの見直し（３）　～建中期日の明確化～ 総務省 21


10 光ファイバーケーブルの部分開放ルールの整備（引き込み区間の開放） 総務省 24


11 有線電気通信法における設置手続きの簡素化・電子化 総務省 26


12 有線電気通信法における卸供給事業者の扱いの改善について 経済産業省 29


13 電気通信分野におけるユニバーサルサービスの考え方の基本的転換 総務省 32


14 ＩＰ電話の品質基準の見直し 総務省 34


15 固定電話における番号提供条件（番号区画）の見直し 総務省 37


16 市町村合併に伴う市外局番の統合要件の見直し 総務省 39


17 無線ＩＰ電話への電話番号付与の実現 総務省 42


18 携帯電話の番号要件に係るＮＴＴ東西との直接接続条件の見直し 総務省 44


19 無線局免許状の電子化 総務省 46


20 無線局の設置場所についての記載方法の簡素化 総務省 48


21 無線局の開局目的の簡素化 総務省 50


22 携帯電話エリア整備事業（伝送路）における各種申請手続きの簡素化 総務省 53


23 携帯電話の効率的エリア拡充に向けたネットワークシェアリングのためのルール整備 総務省 55


24 医療現場における携帯電話の利用制限の緩和 総務省 58


25 航空機内における携帯電話の利用制限の緩和 国土交通省 61


26 航空機に搭載された無線装置の定期検査の簡素化 総務省、国土交通省 63


27 航空機に搭載された無線装置の他社との貸借について 総務省、国土交通省 65


28 船級協会が交付する条約証書の裏書業務の追加 国土交通省 67


29 船員無線資格に関する更新手続きの簡素化 国土交通省 69


30 学術用途における著作物のフェアユースの導入 文部科学省 71


31 自動車関連情報のＩＴ化 国土交通省、警察庁 73


32 ＩＴの活用による都市開発のワンストップ化 国土交通省 76


センシング情報の利活用のための個人情報保護の緩和 消費者庁 78
（
中
期
的
検
討
項
目


）


ＩＴ分野における検討項目一覧表（案） 資料２－４－２








 


1 


 


ＩＴ分野における論点（案） 


 


（基本認識） 


○ ＩＴは、情報通信産業にとどまらず、およそ全ての産業の生産性向上、国


民生活の質的向上のツールになりうるものである。ここで強調すべきは、


ＩＴは、コミュニケーションの手段として、ビジネスを効率化する手段と


して、新たなビジネスを生み出す手段として、個人が社会に参画する手段


として、個人が自己実現を図る手段として、政府の効率化を図る手段とし


て、国際的な交流を図る手段として等、その応用可能性は極めて高いとい


うことである。 


○ 特に、ＩＴにおける個人参加の可能性と、ＩＴ技術の進歩と革新の速さ、


さらにはＩＴが生来の性質として持ち合わせている越境性（ボーダレス）


とを合わせて考えれば、ＩＴ分野を切り口とした経済社会の変革、いわゆ


るＩＴ革命は、まさに今現在も、世界中のあらゆる空間で進行していると


いうことである。 


○ ＩＴ分野における規制・制度改革の議論の出発点としては、ＩＴ全盛の時


代においては、既存の世界の比較優位構造が大きく覆る可能性があること


を認識し、我が国は、そのＩＴのインフラ整備及びその利活用に関し、世


界の後塵を拝す可能性があるという危機感を共有し、一方で、我が国の産


業や国民が持つ競争力・潜在力はかなり高く、ＩＴを通じて、その競争力・


潜在力をどのように顕在化させていくべきか、という問題意識の設定が重


要である。 


 


 


（改革の方向性） 


 


 ○利用者本位の市場環境整備 


発想の原点は利用者本位である。サイバー空間の主役は、消費者、サービ


ス業、コンテンツ産業や様々な製造業など「広義の利用者」である。こう


したユーザーに対して、高度なネットワークサービスが多数提供され、ユ


ーザー自らの利用形態に合わせて、自由に選択できる環境を整えるという


発想が不可欠である。 
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（具体的項目例） 


№ 17 無線ＩＰ電話への電話番号付与の実現 


№ 24 医療現場における携帯電話の利用制限の緩和 


№ 25 航空現場における携帯電話の利用制限の緩和   


 


 ○健全な事業者間競争のための環境整備 


そのための手段として、健全な事業者間競争のための環境整備が必要であ


る。ネットワークサービスに関して、どのような条件が提供されれば、新


規参入者と既存事業者との間で、有効かつ活発な競争が促進されるのかと


いう考察が規制・制度改革の根幹となる。また、競争環境の整備という視


点から見て有効ではない手段や、社会変革や技術革新に対応していない規


制に関しては、民間の創意工夫を阻害しかねないので、早急に見直す必要


がある。 


 


（具体的項目例） 


№ 7～9 公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの見直し 


№ 10  光ファイバーケーブルの部分開放ルールの整備（引き込み区間の解放） 


№ 18  携帯電話の番号要件に係るＮＴＴ東西との直接接続条件の見直し 


 


 ○ネットワークサービスの高度化・低廉化による国民利益の増大 


そして制度改革の帰結として追求すべきは、利用者サービスの向上と、経


営の効率化・高度化により競争力を高めた強靭な事業者の出現による好循


環の創出である。国際的な競争環境が広がる中で、事業者がより高度で低


廉なネットワークサービスを提供することにより、結果的に国民利益の増


大が実現するという好循環を形成すべきである。 


  


（具体的項目例） 


№ 13 電気通信分野のユニバーサルサービスの考え方の基本的転換 


№ 14  ＩＰ電話の品質基準の見直し 


№ 16 市町村合併に伴う市街番号の統合要件の見直し 


 








番
号


項目名 関係府省庁 ページ


① 老朽化建築物等の建替えに資する建築規制の緩和 国土交通省 1


② 借地借家法における正当事由制度の見直し 法務省（国土交通省より意見） 4


③ 区分所有法における団地の一括建て替え要件の緩和 法務省（国土交通省より意見） 8


④ 民間事業者による開発に併せた公共施設整備等の促進のためのインセンティブ拡充 国土交通省 12


⑤ 都市開発事業を対象とした道路空間への建築制限の緩和 国土交通省 15


⑥ 老朽再開発ビルの再々開発事業に向けた環境整備 国土交通省 17


⑦ 特例容積率適用地区の拡大 国土交通省 20


⑧ 構造計算適合性判定の対象範囲の見直し 国土交通省 23


⑨ 自動車整備工場に対する建築基準法の用途地域ごとの面積制限の緩和 国土交通省 26


⑩ 建築物の仮使用承認手続及び完了検査制度の見直し 国土交通省 29


⑪ 環境に配慮した開発を阻害する鉱業法の見直し 経済産業省 32


（
中
期
的
検
討
項
目


）


住宅･土地分野における検討項目一覧表（案）
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住宅･土地分野における論点（案） 


 


 
（基本的認識） 
○ 少子高齢化、厳しい雇用情勢や円高など、現在の社会経済情勢下において
は、新しい投資が行われやすい社会を創ることが重要である。経済波及効果
が高い住宅・まちづくり分野においても事業者・国民が前向きに考えられる
ような制度の見直しや仕組みづくりを進めていくことが求められる。 
○ 特に、老朽化が進むマンションは今後急速に増加し、築 50 年以上のマンシ
ョンは現在の１万戸から 2030 年には約 90 万戸に達すると見込まれ、入居者
の高齢化とあいまって社会問題化しつつある。防災性や機能性、環境性能等
の観点から、これらの建替えを促進し、円滑に再生していくことは喫緊の課
題である。 
○ 加えて、国、地方公共団体の財政状況が厳しい中、公の側の意識改革も含
め、民間事業者に対して適切な誘導策を講ずることにより、民間の力を最大
限活用した社会資本の整備及び維持管理を着実に行なうことが不可欠であ
る。官と民との協調により国民の立場に立って使いやすいように、国民にも
プラス、かつ、事業者にもプラスとなる仕組みを充実させていくべきである。 
○ 住宅・街づくりの整備・再生や活用に関する規制については、現在の問題
点のみならず、将来を見据えた視点で新しいまちづくりが行えるよう改革し
ていくべきである 
 
（改革の方向性） 
○ 老朽化した建築物の円滑な更新の促進 
新成長戦略にも掲げられている老朽化した建築物の建替え等を確実に実行
することにより、耐震性や環境性能に劣った建物や団地を更新し、快適で安
心・安全なまちづくりを円滑に進めることや民間事業者の創意工夫や意欲を
高めるため、それらを阻害する建築規制や区分所有法等の法的隘路を見直し
ていくことが重要である。 
（具体的項目例） 


No.1 老朽化建築物等の建替えに資する建築規制の緩和 


No.2 借地借家法における正当事由制度の見直し 


No.3 区分所有法における団地の一括建て替え要件の緩和 


No.6 老朽再開発ビルの再々開発事業に向けた環境整備 


○ 官と民の連携等によるまちづくり・すまいづくり 
経済活動や生活の基盤である都市の再生や住宅の整備・更新の円滑化を図


るためには、「安全・安心の確保」、「官と民の連携」、「現場目線での見
直し」の視点を持ち、これまで築いてきた街を劣化させることなく、良質な
街並みや環境に配慮したまちづくり・すまいづくりを促進することが重要で
ある。 
（具体的項目例） 


No.4 民間事業者による開発に併せた公共施設整備等の促進のためのインセンティブ拡充  


No.5 都市開発事業を対象とした道路空間への建築制限の緩和 


No.7 特例容積率適用地区の拡大  


資料２－５－１ 








各ＷＧの検討項目 


 


１．ライフイノベーションＷＧ （別紙１） 


  （１）医療分野（18 件） 


   ・地域主権の医療の推進等を通じた医療資源の適正配置と有効活用 


    ・“開かれた医療”によるグローバリゼーションの促進と透明性の高い制度改革 


・イノベーションの振興に基づく国際競争力強化と質の高い医療の提供 など 


  （２）介護分野（15 件） 


   ・介護関連サービス産業全体の質を高める環境整備 


 ・事業者の創意工夫によるイノベーションを可能とする制度の柔軟化 


   ・就業を目指す人の自立に向けた継続的な支援制度の構築 など 


  （３）保育分野（５件） 


   ・多様な事業主体の参入促進 など 
  


２．グリーンイノベーションＷＧ （別紙２） 


  （１）再生可能エネルギー分野 （24 件） 


・再生可能エネルギー発電設備設置に係る開発許可要件等の見直し 


・省エネルギーに資する未利用エネルギーの有効利用、普及拡大に向けたルール 


の整備 など 


  （２）スマートコミュニティ分野 （16 件） 


・次世代自動車普及促進に向けたインフラ整備 


・スマートコミュニティの実現に向けた需要家の選択肢拡大、電力融通の円滑化 


 など 


  （３）３Ｒ分野 （24 件） 


       ・循環型社会の実現に向けた３Ｒ促進 


・廃棄物処理における効率化の促進  など 


 


３．農林・地域活性化ＷＧ （別紙３） 


  （１）農林業分野 （33 件） 


   ・農地流動化の促進 


   ・認定農業者制度等農業者を支援する制度の見直し など 


  （２）地域活性化分野 （36 件） 


   ・地域資源の掘起こしと一層の活用促進 


   ・地域の自律的発展を促す制度的枠組みの見直し など 


  （３）水産業分野 


以 上 
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【別紙１】


番号 項目名


1 地域主権の医療への転換


2 病床規制の見直し


3 医療法人におけるガバナンスの柔軟化に向けた規制の見直し


4 医療法人の私的整理容易化に向けた規制の見直し


5 医師不足解消のための教育規制改革 （特色ある新設医学部の設立）


6 救急救命士の職域拡大


7 医療行為の無過失補償制度の導入


8 高額療養費制度の見直し


9 医療保険におけるリハビリの日数制限の見直し


10 調剤基本料の一元化


11 ＤＰＣ制度の改善


12 広告規制の緩和


13 希少疾病用医療機器の市場導入促進に向けた制度の整備


14 医療機器の改良改善に係る一部変更承認申請不要範囲の拡大


15 医療機器における品目ごとのQMS調査制度の見直し


16 医薬品・医療機器の審査業務にかかる法的責任の明確化


17 医薬品・医療機器におけるイノベーションの適切な評価の実施


18 一般用医薬品のインターネット等販売規制の緩和


19 施設・入所系サービスの再編


20 居宅サービス事業所における統合サービスの運営


21 地域における包括的サービスにおける事業者間連携の柔軟化


22 ユニット型の介護老人保険三施設のユニット定員の緩和


23 特別養護老人ホームの医療体制の改善


24 ショートステイに係る基準の見直し


25 介護保険の指定を受けた事業所の二次利用の解禁


26
地域密着型利用の例外の適用及び認知症対応型共同生活介護グループホームへの住所地特例の
適用


27 ホテルコスト・補足給付の適正化


28 給付限度額を超えて利用する場合の利用者負担の見直し


29 介護総量規制の緩和


30 「介護サービス情報の公表」制度の停止


31 訪問介護など居宅サービスにおける基本様式の統一


32
障害者自立支援法の移動支援事業（地域生活支援事業）を居宅介護事業者が行う際の人員要件の
見直し


33 社会参画のための障害者雇用率の柔軟な運用


34 社会福祉法人以外の保育所運営事業者に対する社会福祉法人会計基準の適用の廃止


35 保育所運営費の使途制限の見直し


36 安心こども基金の補助対象範囲の拡大


37 保育士試験受験要件の見直し


38 放課後児童クラブの長期休業期間中における開所時間の延長


検討項目一覧
ライフイノベーションＷＧ







 


 


ライフイノベーションＷＧ 開催状況 


 


○ライフイノベーションＷＧ 


・第５回 


 日時：平成２２年１０月２８日（木）１０：３０～１２：００ 


 場所：永田町合同庁舎１階第３共用会議室 


・第６回 


 日時：平成２２年１１月１０日（水）１５：００～１７：００ 


 場所：永田町合同庁舎７階特別会議室 


・第７回 


 日時：平成２２年１１月２４日（水）１５：３０～１７：３０ 


 場所：永田町合同庁舎 1階第 1共用会議室 


・第８回 


 日時：平成２２年１２月７日（火）１０：００～１２：００ 


 場所：永田町合同庁舎 1階第 1共用会議室 


 


○薬事・テクノロジー検討会 


・第 1回 


 日時：平成２２年１１月１７日（水）１０：００～１１：３０ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１２月８日（水）９：００～１１：００ 


 場所：永田町合同庁舎１階第３共用会議室 


 


○介護検討会 


・第１回 


 日時：平成２２年１１月６日（土）１３：００～１５：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１１月１５日（月）１４：００～１６：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第３回 


 日時：平成２２年１２月６日（月）１３：３０～１５：３０ 


 場所：（株）ジャパンケアサービス内会議室 


 


○保育検討会 


・第１回 


 日時：平成２２年１１月４日（木）１０：００～１１：００ 


 場所：（株）日本総合研究所内会議室 


 







番号 項目名


1 民有林における開発許可の見直し①


2 民有林における開発許可の見直し②


3 国有林野における許可要件・基準の見直し①


4 国有林野における許可要件・基準の見直し②


5 保安林における許可要件・基準の見直し


6 農地における開発許可の見直し①


7 農地における開発許可の見直し②


8 農地における開発許可の見直し③


9 農用地区域内における開発許可の柔軟化


10 農地法面を利活用した太陽光発電設備設置に係る基準の見直し


11 補助金返還義務の見直し


12 市街化調整区域における風力発電機付随設備に係る設置許可の柔軟化


13 発電水利権許可手続きの合理化


14 自然公園内における小水力発電設備設置に係る審査手続きの簡素化


15 小水力に係る従属発電に関する許可手続きの見直し


16 ダム水路主任技術者の取扱いの見直し


17 太陽光発電設備の緑地への算入


18 地域冷暖房にかかるエネルギープラント附属工作物の都市公園における占用の容認


19 下水熱・河川熱等の未利用エネルギーの活用ルールの整備


20 潜熱回収型給湯器ドレン排水処理に関する行政手続きの統一化


21 温室効果ガス排出量に関する報告の一元化・統一化


22 農地におけるガス事業の公益特権の整備及び明確化①


23 農地におけるガス事業の公益特権の整備及び明確化②


24 道路への設置許可対象の範囲拡大


25 電気自動車にかかる急速充電器の設置促進


26 一需要場所の複数需給契約による需要家の再生可能エネルギー選択の柔軟化


27 リチウムイオン電池の取扱いにかかる制度整備


28 一般家庭の共同設置大規模太陽光のみなし自家消費


29
マンション高圧一括受電サービスの普及促進に向けた規制の見直し、高圧一括受電サービス普及促
進に係る電気事業法に基づく「主任技術者制度の解釈および運用（内規）」の見直し


30 家庭用電気料金メニューの拡充


31 需要家のロードカーブ情報の取扱い


32 特定電気事業制度の見直し


33 特定供給の関係性の緩和


34 特定供給の対象となるエリア概念の拡大


35 低圧託送料金制度の創設


36 ガス導管事業の用に供する導管の道路占有許可


37 行政によるガス工事・通信工事跡の受託復旧費用の抑制


38 ガス事業託送約款料金算定規則における減価償却費算定方法の緩和


39 準工業地域におけるバイオガスの製造の適用除外


検討項目一覧
グリーンイノベーションＷＧ


【別紙２】







番号 項目名


40 ガスパイプラインのインフラ整備に資する占用許可要件等の柔軟化・明確化


41 事業系一般廃棄物の３Ｒ促進


42 一般廃棄物処理業の許可取得の柔軟化


43 企業グループでの産業廃棄物の自ら処理の促進


44 関連性の強い複数排出事業者の連携による３Ｒの促進


45 動脈物流を活用した食品リサイクルの促進


46 優良事業者による合理的な範囲での再委託の実施


47 積替え保管の許可基準の明確化


48 船舶・鉄道輸送による静脈物流の効率化


49 汚泥の脱水施設等における廃棄物処理法適用範囲の明確化


50 広域認定・家電リサイクル法大臣認定の簡素化


51 リサイクル品の活用促進①


52 リサイクル品の活用促進②


53 バイオマスの利活用促進


54 一般廃棄物処理業の許可の更新期間延長


55 特別管理産業廃棄物処理業の許可の産業廃棄物処理業の許可包含


56 都市計画審議会に係る手続きの合理化


57 処理委託契約書の簡素化


58 マニフェスト報告制度の適用猶予の再開


59 産業廃棄物処理業者の変更届出規制の合理化


60 欠格要件の見直し


61 廃棄物統計の見直し


62 ＰＣＢ含有基準の見直し


63 自然的原因による汚染土壌の取扱いの見直し


64 浄化槽の法定検査の見直し







 


 


グリーンイノベーションＷＧ 開催状況 


 


○グリーンイノベーションＷＧ 


・第５回 


 日時：平成２２年１０月２５日（月）１４：００～１６：００ 


 場所：永田町合同庁舎１階第３共用会議室 


・第６回 


 日時：平成２２年１１月１１日（木）１３：００～１５：００ 


 場所：永田町合同庁舎１階第１共用会議室 


 


○スマートコミュニティ検討会 


・第 1回 


 日時：平成２２年１０月２８日（木）８：００～１０：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１２月６日（月）１５：３０～１７：３０ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


 


○再生可能エネルギー検討会 


・第１回 


 日時：平成２２年１０月２８日（木）１３：００～１５：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１２月２日（木）１０：３０～１２：３０ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


 


○３Ｒ検討会 


・第１回 


 日時：平成２２年１１月４日（木）１８：００～２０：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１１月１６日（火）１０：００～１２：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第３回 


 日時：平成２２年１２月３日（金）１０：３０～１２：３０ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第４回 


 日時：平成２２年１２月１４日（火）１６：００～１８：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


 







【別紙３】


番号 項目名


1 認定農業者制度の見直し


2 我が国酪農の競争力強化のための見直し


3 国家貿易制度の見直し


4 非加熱果汁のボトリングを可能とするための基準緩和


5
農業用施設用地の大規模野菜生産施設建設による農地転用基準の見直し
（大規模野菜生産施設の基準の明確化）


6 土地改良事業に伴う受益者負担の軽減措置及び制度の見直し


7 有害鳥獣捕獲にかかる基準の見直し


8 有害鳥獣捕獲にかかる基準の緩和


9 EU諸国からの牛、羊、ヤギ由来のレンネットの輸入禁止の解除


10 農地基本台帳整備の促進


11
主体が制限されている事業の民間開放
（農地信託事業実施主体、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体）


12 不適正利用農地の改善


13 優良農地の確保と有効利用等の国土資源の合理的利用のための農地流動化促進


14 民間不動産業者が農地を扱う認可制度の創設


15 農地の村外（県外・国外）所有者の管理利用責任の義務化


16 市民農園開設にかかる基準の見直し


17 農協からの信用・共済事業の分離


18 准組合員の廃止


19 野菜安定化基金の対象農家の範囲拡大


20 農政事務所(旧食糧事務所)における事務権限及び職員定数の削減


21 中小企業信用保険制度に農業、林業、漁業を追加


22 国有林野事業の更なる民間委託の促進


23 保安林制度にかかる指定施業要件の変更の簡素化


24 林業経営にかかる許認可・届出等のワンストップ化


25 森林簿・森林計画図の民間利用の促進


26 林業用種苗の見直し


27 森林情報の整備に向けた測量・実地調査等の推進のための環境整備


28 森林管理・環境保全直接支払制度の補助金支払い方法の改善


29 森林集約化等の円滑な推進


30 森林・林業再生プランの円滑な推進


31 森林所有者の責務の明確化


32 森林簿整備の促進


33 京都議定書における森林吸収量1300万炭素トンの達成に向けた措置拡充


検討項目一覧
農林・地域活性化ＷＧ（農林）







番号 項目名


1 自然公園内でのイベントの実施等立ち入り規制の緩和


2 文化財保護法における現状変更等の許可に係る基準の明確化及び手続きの迅速化


3 稼働中の産業遺産の世界遺産への登録


4 自治体による「歴史文化基本構想」の文化財保護行政における位置づけの明確化


5 地域の歴史文化を核としたまちづくりの促進


6
文化財保護法が持つ本来的な意味の実現
（登録制度にかかる理念、運用の仕組みの見直し）


7 ナショナル・トラスト活動の促進支援


8 茅葺き屋根等木造建築物に関する建築基準法の緩和


9 河川護岸の整備や人道橋の設置における仕組みの整備等


10 スキー場閉鎖時の課題への対応


11 着地型観光に即した各種業規制の見直し①－旅行業法のあり方等の検討－


12 着地型観光に即した各種業規制の見直し②－旅行業法 第３種旅行業者の適用除外等－


13 着地型観光に即した各種業規制の見直し③－道路運送法 自家用有償運送の特例－


14 旅館業法の所管のあり方


15 酒類の卸売業免許の要件緩和


16 酒類の製造業免許の要件緩和


17 道路使用許可等の弾力的運用及び申請手続の簡素化


18 アーケードに添架する装飾等の運用の緩和


19 商店街振興組合の設立要件の見直し①－産業分類要件の緩和－


20 商店街振興組合の設立要件の見直し②－事業者数要件の緩和－


21 中心市街地活性化「基本計画」における計画期間の緩和


22 大規模集客施設の郊外立地抑制について


23 観光目的の船舶（20t以上）の検査および設備の設置要件の緩和


24 旅客船事業における航路申請に係る届出範囲の拡大


25 中小企業の資金調達の多様化に資する方策の検討－私募債制度の整備・拡充－


26 中小企業の事業承継に係る方策の検討


27 大気汚染及び水質汚濁の原因となりうる特定工場の立地段階に必要となる手続きの迅速化


28 工場の建て替え時に必要となる緑地面積率規定のあり方


29 地域のコンビナートにおいて協業を進める上で障害となる規制の見直し


30 産業振興に係る事業者への出資金支援について


31 ＰＰＰ/ＰＦＩ制度の積極的な活用


32 訪日査証の要件緩和・見直し


33 輸出物品販売場制度における免税販売手続等の見直し


34 国際線の入国時の税関検査の簡素化


35 民間事業者によるカジノ運営の解禁


36 観光振興に寄与する人材育成のための制度づくり


検討項目一覧
農林・地域活性化ＷＧ（地域活性化）







 


 


農林・地域活性化ＷＧ 開催状況 


 


○農林・地域活性化ＷＧ 


・第５回 


 日時：平成２２年１０月２７日（水）１６：３０～１８：３０ 


 場所：永田町合同庁舎１階第３共用会議室 


・第６回 


 日時：平成２２年１１月１６日（火）９：３０～１１：３０ 


 場所：永田町合同庁舎１階第１共用会議室 


 


○農林業検討会 


・第 1回 


 日時：平成２２年１１月２日（火）１５：００～１７：００ 


 場所：永田町合同庁舎１階第３共用会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１１月３０日（火）１３：００～１５：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


・第３回 


 日時：平成２２年１２月３日（金）１５：００～１７：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


・第４回 


 日時：平成２２年１２月９日（木）１４：００～１６：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


・第５回 


 日時：平成２２年１２月１４日（火）１５：３０～１７：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第６回 


 日時：平成２２年１２月１６日（木）９：００～１０：３０ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


 


○地域活性化検討会 


・第１回 


 日時：平成２２年１１月２日（火）１６：００～１８：００ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ｂ会議室 


・第２回 


 日時：平成２２年１２月１４日（火）１２：３０～１４：３０ 


 場所：永田町合同庁舎２階Ａ会議室 


 








分科会委員提案の取組状況 ′


各提案は、1原則、各WG又はアジア経済戦略・金融等の各分野においてその取扱いを検討した。


(ただし、別紙 1～別紙4は未検討)


委員氏名 提案事項


WG アジア経済戦略・金融等の分野


その他
列
・ン
ライフ


晨


地域,
Ｆ
縦


人材 肺
踊
金融 IT 主宅，鋤農林 地域


大上 産業遺産の世界遺産登録に係る文化財保護法中心主義の廃止 0


lL域公共交通の整備・改善に資する「交通基本法」の制定と新たな
財源措置の設定


○


産業振興のための補助金は原則廃止して、出資金として振興を行
,


0


自動車から海運、鉄道ヘモーダルシフトを促す為の、総合的な規
制,制度改革


○


饉留資格「投資経営」取得に係る要件緩和 O


インターリ〒ジョナル (国際地域間連携)協力機関の設立 【別紙1】


職業紹介事業に対する規制の見直し 【男JttE2】


正規雇用を前提とした規制から、正規雇用・非正規雇用の共存を前
提とした規制への転換(労働行政の構造的転換〉


【男11【 3】


航空管制の民営化(もしくは公的エージェンシ‐化)に関する各種規
制の撤廃


O


新浪
国民の利便性を高めるための医薬品販売規制の見直し(薬剤師・
登録販売者の常駐義務、対面販売め解釈の見直し)


O


農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整
備 農業生産法人の要件(資本,事業、役員)の更なる緩和


○


認定農業者の制度について O


農地流動化の促進 O


農産物輸出事業促進について O


農協からの信用・共済事業の分離 ○


電気系統における「1構内1需要場所」規制の緩和 (EV充電設備に
おける「1構内複数需要場所」の認可)


0


研修・技能実習制度の適用職種拡大、及び期限後の(準)高度人材
としての雇用を可とする。


0


渡邊 大規模商業施設の出店規制、商業施設の規制の強化 0


'PP/PF:制度の積極的な活用 ①公物管理権の民間開放 ②入
札制度の見直じ ③スポンサーによる株式譲渡の自由の許容
Э民間による官の人材の活用制度の創設


O


工場立地法における縁地の規制の緩和 O


工場建替え時の建築許可の短期化等 O


着地型観光参加者の交通機関等の手配についての旅行業法第3
腫旅行業者の適用除外


0







委員氏名 提案事項


WG アジア経済戦略・金融等の分野


その他
列
・ン


晨
`


船證
=


に
帷


人材 腕
鋤
金融 rr 』
鋤農林 地域


腹 通


〈続き)
輸出物品販売場制度における免税拡大 O


農業生産法人要件 (構成員、事業、業務執行役員)の緩和 0


酒類卸売業免許の取得要件の緩和 O


医療分野等の外国人経営者、研究者、技術者等の家族へのビザ
規制緩和                     : O


外国人ビザの要件緩和 O


少子化対策 ①保育に欠ける要件の見直し ②保育所設置基準
の緩和 ③社会福祉法人以外の事業者に対する社会福祉法人会
計基準の適用の廃止 ④保育所施設整備費の補助要件の緩和


O


ジョブ・カー ド制度有期実習型訓練の訓練対象者要件の見直し 【月11証4】


大室 区分所有法における―括建替え要件の緩和 O


公共貢献に対するインセンティブ拡充 O


公的不動産、インフラ施設等の整備:更新に民間資金を活用可能に
する制度の整備


O


借地借家法における正当事由制度の見直し O


保険外併用療法 (混合診療)の範囲拡大
閣議決定
済


民生部門のC02排出量削減に向けた「見える化」促進支援制度の
導入


○


老朽化建築物等の建替えに資する容積率の緩和 O


中条 本邦航空事業者に対する外資規制の見直し O


空港と管制の独立採算化・民営化 O


空港使用料の自由化・市場化と航空機燃料税の廃止 O


空港発着枠の自由化・市場化 O


水先制度の改革 O


電気通信分野におけるユニバーサルサービスの考え方の基本的
転換


○


航空協定の多国間化 O


離島航空・離島航路に対する補助制度の改革 O


高速道路料金に対する規制緩和 0


需要に対応した空港発着枠の確保、国際線発着枠の用意、ターミ
ナル容量の整備 (主として羽田空港)


O


空港騒音規制・騒音対策の見直し (運用時間、飛行空域、
ジエット機枠等に関する制限の緩和・撤廃等)


O


国内航空運賃におけるマッチング規制の廃止等の自由化の徹底 O


米国、欧州等先進国との航空機材、乗員資格に関する相互承認の
推進およびそれに対応した整備基準の緩和


O







【男J判氏1 】


検討項目 委員提案シート
(様式)


規制改革事項 (必須)


インタ=リ
ニジョナル (国際地域間連携)協力機関の設立


規制の概要


根拠法令


(必須)


【概要】


●日韓を含めたアジアでの FTAなどを見据え、北九州市が主導


する環黄海EPAア クションや、国境を接する都市である福
岡・釜山を先行的な取り組みとして、地域での経済連携を進め


る。


●更には、日本における各地域と諸外国 (例えば、カメルーン


と大分県の交流を良い例として、日本のlL域と外国の連携を進


める)の連携を、より戦略的に進めて行くことには意義がある
が、現時点でそのような取り組みを国


十
家戦略として進めて行く


ために必要な,法律がない。また、組織に関しても、国際交流
基金、JNTO、 J EttRO、 大使館や各地域の在外公館が,
体的に取り組みを推進する体制がない。


●推進組織として、両国及び自治体の取り組みを推進する組織


を日本として設立する。その上で、福岡市と釜山市であれば、


日韓両政府や両自治体で構成されるインタニリージョナル協力


組織を傘下に設立し、規制緩和などに関した両地域間の調整機


能を担うほか、両地域で協力する事業の企画や事業の実施、国


や自治体から権限委譲を受けた業務等を行う。


【根拠法令】


●既存の法令が無いため、新規立法措置を講ずる。


規 制 改 革 要


望・賛成の意


見等


(必須 )


●国境を越えた経済圏を目指す福岡―釜山間は、地域間でのFT
Aが現実的なほど、多様な交流が盛んであり、こういった地区
を、アジアの活力を取り込む足がかりとしていくためには、全


国画―的なビザ緩和などの規制緩和だけでは、不十分である。


●国境を越えた経済圏形成には、言語や文化、商慣習の差異に


よる各種バリアの撤去や、交通・通信などのインフラ整備のほ


か、投資の促進、産業連携の促進が課題となっている。


●これらは国を超えた取り組みであり、規制緩和や基盤整備な







ど国の役割も大きいため、国と地方∵体となった取り組みが必


要である。  ´


要望具体例、


経済効果等


●交流が活発な福岡市、釜山市において、産学官民が一体とな


つて国境を越えた経済圏形成に向けた取り組みが既に行なわれ


ている。


●この枠組みをべ‐スにして、韓国政府とも協力し、両国両地


域間においての規制緩和の検討や必要な法的措置を進める。


●福岡・釜山を先導的な核とすることで、日本全体としての経


済連携の円滑な滑り出しを図り、将来、成長著しい中国の沿岸


部などを取り込んでいく。







去【男J制12】


検討項目 委員提案シート
(様式)


規制改革事項


1


(必須)


.職業紹介事業に対する規制の見直し


規制の概要・根


拠法令


(必須)


【概要】


・現在の高い失業率は、必ずしも景気要因だけでなく、労働市場におけ


るミスマッチ要因が大きい。失業した個人が、独力で、広大な労働市場


の中で自分にマッチした仕事を見出し、なおかつ就職することは極めて


困難であるのが実状である:個人と労働市場を仲介する事業については、


求人側 (主に企業)から手数料をとる事業は認められているが、求職側


(個人)から手数料をとる事業は認められていない。


【根拠法令】


・ 職業安定法第 32条、33条
・ 職業紹介事業の業務運営要領


規制改革要望・


賛成の意見等


(必須) .
0職業紹介事業を民間に開放し、「(求職者向け)就職支援事業業界」を


創造し、民間の自由競争により、個人の就職機会を増大させる就職支援


サービスを一般化させることが求められる。


・労働市場を活性化するためには、金融市場・株式市場・不動産市場と


同様に、仲介者事業の民間開放を認めるべきである。


・あらゆる市場変化のスピードが加速していく状況においては、企業寿


命や事業寿命は、ますます短命化することが想定されるので、個人の労


働寿命の長さ (40年～50年)を前提としたときには、=企業内の雇用の


安定だけを求めるのではなく、労働市場全体の中で、個人が、企業間を


ダイナミックに移動し、移動することによって雇用の安定を促し、キャ


リアアップできるような労働行政が求められていく。


要望具体例、経


済効果等


・失業率の低下が期待できる。


・民FElの 自由競争により、個人に対する就職支援サービスが、単なるマ


ッチング支援だけでなく、個々のマツチング度を高めるための職業能力


向上支援サービスに拡大していくことが想定され、労働市場内の労働力


移動の円滑化が進み、雇用機会の拡大と同時に、産業界が求める人材育


成に寄与し、労働市場全体の生産性向上が期待できる。







【男り詢氏3】


検討項目 委員提案シート
(様式)


規制改革事項 (必須)             ′


正規雇用を前提とした規制から、正規雇用・非正規雇用の共存を前提と


した規制への転換 (労働行政の構造的転換)


規制の概要・根


拠法令


(必須 )


【概要】       ,
0現在の労働法は、正規雇用を前提とした法体系となっており、非正規


雇用を十分に包含した法体系になつていない。その最たる事例が、派埠
法である。派遣労働を、正規雇用に対する臨時的・一時的雇用として位


置づけているがゆえに、期間制限や職種制限等のさまざまな規制を行い、


雇用者側にとっても被雇用者側にとっても、雇用の選択肢を狭め、結果
的に雇用機会を減少させる結果となっている。


【根拠法令】


・派遣法の条文に、労働者派遣を臨時的 D一時的雇用とは明記されてい


ないが、厚生労働省が公開している業務要領や通達内に、「臨時的・一時


的な労働力の適正・迅速な需給調整のために行なう労働者派遣」との記


載が散見される。


規制改革要望・


賛成の意見等


(必須)


・現在、国会にて継続審議されてぃるような規制強化がなされた場合は、


さらに雇用機会を減少させ、同時に企業は海外に労働力を求める結果が


想定され、結果として国内労働市場の縮小をもたらすことが大いに懸念


される。                   ,
・派遣労働者の権利が蹂躙されているような違法事案対策を、派遣法そ


のものの運用規制強化で行なうていく方向は、上記のように労働市場を


縮小させるリスクが大きい。そうではなく、違法業者に対する罰則規定


を強化する規制強化の方が、実効性が高い。


要望具体例、


済効果等


0上記概要に即して、雇用の多様化 (正規雇用と非正規雇用の共存)を


前提として、派遣法においては、期間制限や職種制限に対する規制を緩


和することが、雇用機会と雇用の選択肢を増やすとともに、市場変化に


対して弾力的な労働市場の形成につながり、労働市場全体で雇用の安定


度を高めることが期待できる。







【男11眠 4】 ‐    
′


検討項目 委員提案シート
(様式)


規制改革事項 (必須) '
ジョブ =カード制度有期実習型訓練の訓練対象者要件の見直し


規制の概要


根拠法令


(必須)


【概要】


学卒後すぐに利用できないため、暗にジョブ・カード制度普及


の妨げになっていると考える。


【根拠法令】


職業能力開発促進法等


規 制 改 革要


望・賛成の意


見等


(必須)


ジョブニカード制度に関して.対象有期実習型訓練について、
訓練対象者として「学卒後 6ヶ月以内の者を除く」となってお


り、よリー層のジヨブ・カード制度普及のためにも、この「学


卒後 6ヶ月以内の者を除く」という条件を撤廃・もしくは緩和


願いたい。            .
要望具体例、


経済効果等


新卒者を採用したい中小企業の人材確保支援のためにもお願い


したいも       ,  ‐








 


 


既定事項のフォローアップについて 


 


 


○以下の閣議決定事項を対象に、本年11月末時点での


規制・制度改革の実施状況について、所管府省から


回答の提出があったところ。 


 


●フォローアップ対象 


①「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成


21年12月８日閣議決定）中の「６（１）①制度・規


制改革」の全事項（７項目） 


 


  ②「規制・制度改革に係る対処方針」（平成22年６月18


日閣議決定）の全事項（61項目） 


 


  ③「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」（平


成22年９月10日閣議決定）中の「日本を元気にする規


制改革100」別表１及び２の全事項（83項目） 


 


  ④「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」（平


成22年10月８日閣議決定）中の「規制・制度改革」別


表１及び２の全事項（20項目） 


 


○今後、特に、重要なもの、国民の関心が高いものを


選定し、分科会・ＷＧ委員が各府省ヒアリングを実


施。 


資料５ 








 


 


 


追加検討項目について 


 


以下の項目について、各府省へ追加的に検討要請を行


う。 


 


（追加項目） 


・酒類卸売免許の要件緩和 


・駅中保育施設整備に係る規制の緩和 


・食品添加物の承認手続きの簡素化・迅速化 


 


 


資料６








 


 


今後のスケジュールについて（案） 


 


 


【12 月】 


16 日（本日） 第５回規制・制度改革に関する分科会 


下旬     各ＷＧの開催 


 


【１月】 


中下旬    各ＷＧの開催 


       ・各ＷＧの結論 


下旬     第６回規制・制度改革に関する分科会 


       ・各ＷＧの報告 


・報告書のとりまとめ 


 


【２～３月】 


       各省調整《政務３役間調整》 


 


【３月】 


       行政刷新会議への報告 


政府の方針を閣議決定 


   


※上記については、現時点での予定であり、今後の状況等により、


変更することもあり得る。 


資料７ 





